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障害者手帳制度

　●身体障害者手帳

内　　容
身体に障害のある方が、さまざまな福祉施策を利用するために必要な手帳です。
手帳は、障害の程度によって、１級～６級までに区分されます。

交付対象

視覚、聴覚、平衡機能、音声機能、言語機能、そしゃく機能、肢体不自由者（上
肢、下肢、体幹機能、乳幼児期以前の非進行性の脳病変による運動機能の障
害）、心臓機能、じん臓機能、呼吸器機能、ぼうこう又は直腸機能、小腸機能、
免疫機能に永続する障害がある方

手　　続
交付申請書、指定医師による診断書・意見書、写真（縦４ｃｍ×横３ｃｍ正
面脱帽）を、社会福祉課に提出してください。
県知事による、審査、決定、交付があり次第申請された方にご通知します。

　●療育手帳

内　　容
知的障害のある方が一貫した療育・援助を受け、この手帳を見せることによ
り様々な福祉施策を受けやすくすることを目的としたものです。
長野県では障害の程度によって、Ａ１・Ａ２・Ｂ１・Ｂ２に区分されます。

交付対象 児童相談所又は知的障害者更生相談所で知的障害と判定された方

手　　続
写真（縦４ｃｍ×横３ｃｍ正面脱帽）を添えて、社会福祉課に提出してくだ
さい。※申請時に判定の資料となる聴き取り調査をします。
県知事による、判定、交付があり次第申請された方にご連絡します。

　●精神障害者保健福祉手帳

内　　容
一定の精神障害のある方が様々な福祉的支援策を受けやすくすることを目的
としたものです。
障害の程度によって、１級・２級・３級に区分されます。

交付対象
精神疾患を有する方（知的障害者を除く）のうち、精神障害のために長期に
わたり日常生活又は社会生活への制約がある方

手　　続

医師の診断書又は精神障害を支給事由とする年金証書の写し又は特別障害給
付金受給者証の写し、写真（縦４ｃｍ×横３ｃｍ正面脱帽）を添えて、社会
福祉課に提出してください。
県知事による、判定、交付があり次第申請された方にご連絡します。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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税金や運賃、NHKの減免等

●国税に関する控除等　　　　　　　　　（身体障害者、知的障害者、精神障害者）
　【所得税の障害者の所得控除】

　障害の程度により税額の計算の基礎となる所得から、一定額が控除されます。

　　申請窓口　　税務署（給与所得者の場合は、勤務先の給与担当）

　【利子等の非課税】

　少額預金、少額公債について、元本３５０万円を限度として利子等が非課税となります。

　　申請窓口　　金融機関、証券会社等

　【相続税に関する障害者控除】

　相続人が障害者である場合、相続税額から障害の程度により一定額が控除されます。

　　申請窓口　　税務署

　【贈与税の非課税】

　特別障害者を受益者として、信託会社等と ｢特別障害者扶養信託契約｣ を締結した場合、信託受益権の

価格のうち、一定額までは、贈与税の課税価格に算定されません。

　　申請窓口　　信託銀行等

　【消費税の非課税】

　身体障害者が使用するための次の物品等の譲渡、貸付等が非課税となります。

　　補装具　　　　　義肢、装具、補聴器、車いす等

　　その他の物品　　視覚障害者用拡大図書器、特殊寝台、体位変換機等

　　改造自動車　　　身体障害者が運転できるよう補助手段が講じられているもの

　　　　　　　　　　車いすを搬送できるよう昇降装置を装備し、車いすを固定するための手段を施して

　　　　　　　　　　あるもの

　　申請窓口　　　　税務署

●地方税に関する控除等　　　　　　　　（身体障害者、知的障害者、精神障害者）
　【県民税、市民税の障害者の所得控除】

　障害の程度により税額の計算の基礎となる所得から、一定額が控除されます。

　　申請窓口　　税務課（給与所得者の場合は、勤務先の給与担当）

　【自動車税、自動車取得税の減免】

　自動車税、自動車取得税の減免が受けられます。受けられる方は、障害の程度等によって異なりますの

で、窓口で確認してください。

　申請の時期

　・自動車税のみの場合　　

　　ア　４月１日現在自動車を所有している場合――４月１日から納期限前７日まで
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　　イ　年度途中で手帳の交付や程度変更があった場合――

　　　　手帳の交付年月日又は要件に該当することとなった日から３０日以内

　・自動車税又は自動車取得税の場合　　　登録の日又は登録した日から３０日以内

　　　申請窓口　　地方事務所税務課

　　　　　　　　　　（自動車取得税の場合は、長野、松本の地方事務所自動車税分室も可）

　　　　　　　　　　　軽自動車は、市税務課

●運賃等の割引
※運行会社、都道府県等によって、扱い等が異なる場合がありますので、事前に運行会社等に確認してい

　ただくことをお奨めします。

　【鉄道運賃の割引】　　　　（身体障害者、知的障害者）

　ＪＲ利用の場合、（単独利用の場合、片道の営業距離が１００㎞を超える区間）の普通運賃等が５０％

の割引となります。乗車券の種類（普通乗車券、定期乗車券、回数乗車券、急行券）など手帳の第１種（A）、

第２種（B）、入所施設の区分等により、介護者の取り扱い等が異なりますので、詳しくは駅窓口にお問い

合わせください。

　その他の民間鉄道会社等を利用の場合は、各駅の窓口でお問い合わせください。

　手続きは基本的に駅窓口で、手帳の呈示又は指定救護施設が発行する割引証を提出してご利用ください。

　【バス運賃の割引】　　　　（身体障害者、知的障害者、精神障害者）

　バス会社により異なることがありますが、手帳を乗車券販売窓口又は運転手に呈示することにより、普

通乗車券が５０％割引となります。

　【シルキーバス、スワンバスの割引】　　　　（身体障害者、知的障害者、精神障害者）

　手帳を乗車券販売窓口又は運転手に呈示することにより、普通乗車券が５０％割引となります。

　【タクシー運賃の割引】　　　　（身体障害者、知的障害者）

　県タクシー協会の加盟状況等により異なることがありますが、運賃が１０％割引になります。迎車料金

等は対象外です。乗車の際に手帳を運転手に呈示してください。

　【航空旅客運賃の割引】　　　　（身体障害者、知的障害者）

　航空会社が国内路線ごとに設定する割引です。障害の程度等により、本人、介護者などの割引適用が異

なりますので、詳しくは航空会社の窓口にお問い合わせください。

　身体障害者の手続きは基本的に窓口での手帳の呈示になります。

　【有料道路通行料金等の割引】　　　　（身体障害者、知的障害者）

適用範囲 自ら自動車を運転する場合 介護者が自動車を運転する場合

利用できる方
すべての身体障害者 第１種身体障害者

第２種身体障害者
第１種知的障害者

自動車の範囲
身体障害者本人又は所定の親族が
所有する乗用自動車等（営業用を
除く）

障害者本人、所定の親族又は介護
者が所有する乗用自動車等（営業
用を除く）

Administrator
長方形
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割引率　　５０％以内

手続き　　あらかじめ社会福祉課において、手帳の所定欄に自動車登録番号等の記載を受けてください。

　　　　　料金所において、手帳を呈示してください。（必ず本人の同乗が必要です）

　　　　　ＥＴＣによる割引は、別途所定の手続きが必要となります。

　　　　　割引の有効期間は登録手続きから２回目の誕生日までです。期限の２か月前から更新の手続き

　　　　　が可能です。

●ＮＨＫ受信料の減免
　【ＮＨＫ受信料の減免】　　　　（身体障害者、知的障害者）

全額免除
ア身体障害者手帳を持っている方の世帯で、低所得世帯
※生活保護法の要保護者と同等の生活水準の世帯の方
イ重度の知的障害者のいる世帯で市民税非課税の場合

半額免除
世帯主（契約者）が次の障害程度に該当する場合
　視覚障害者、聴覚障害者、肢体不自由１、２級の障害者の場合

手続き　　　ＮＨＫ、社会福祉課にある申請書に市福祉事務所長の証明を受けて、ＮＨＫに届け出ること

　　　　　　が必要です。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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その他の主なサービス等

　以下の情報は、障害者に対するサービス等で主なものとして、長野県が発行している「平成 19 年度版

障害者自立支援のしおり」の内容をもとに作成しています。

　サービスの詳細、その他のさまざまなサービスについては、適宜ご確認ください。

●NTT関連のサービス
　【無料電話番号案内】

　視覚障害、上肢や体幹に重度の障害のある方、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている

方は、電話番号案内が無料で利用できます。

　　申し込み先　　　電話　0120 － 104174

　【福祉用クレジット電話】

　公衆電話からの通話も一般ダイヤル通話料金で利用できます。また、クレジット通話の基本料金及びオ

プションサービスが無料になります。

　　申し込み先　　　電話　0120 － 104174

　【NTTふれあいファックス】

　電話の移転、故障などの相談や問い合わせなどが通話料無料で、ファックスで行えます。

　　問い合わせ先　　　信越地域（長野 ･新潟）　　　FAX　0120 － 201465

　【NTTファックス 104 番】

　電話やファックス番号の問い合わせができます。（案内料は有料）

　　問い合わせ先　　　FAX　0120 － 000104

　【ファックス 115 番】

　ファックスで電報の申し込みが可能になります。事前登録が必要です。

　　問い合わせ先　　　FAX　0120 － 789379

　【電話お願い手帳の無償配布】

　耳や言葉が不自由な方が、外出先で周囲の方に何かを尋ねたり、お願いしたりする際に利用していただ

く手帳で、無償で配布されています。

　　問い合わせ先　　　NTTの営業所や行政機関の窓口等

※サービスにより受付時間が限られています。

　上記のNTT関連のサービス全般に関するお問い合わせ等は、NTT東日本－長野　企画部広報室

　（電話　026 － 225 － 2037　FAX　026 － 225 － 4464) です。
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●携帯電話の割引サービス
　身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方は、携帯電話の基本使用料

等が 50％割引になります。

　問い合わせ先　　　ドコモの携帯、PHSからは局番なしの（１５１）

　　　　　　　　　一般電話からは、電話　0120-800-000( 受付 9時から 20 時 )

●郵便に関連のサービス
　【点字郵便物等の無料扱い】

　点字のみの内容のもの、重量が３㎏までなどの要件があります。

　【小包郵便物の減額】

　点字小包郵便物、心身障害者用冊子小包郵便物、聴覚障害者用小包郵便物の郵便料金が減額されますが、

内容や重量などの要件があります。

　【青い鳥郵便葉書の無償配布】

　重度の身体障害者及び重度の知的障害者で希望される方に、毎年４～ 5月に青い鳥郵便葉書 (20 枚 ) が

無償配布されます。

　上記の郵便に関する問い合わせ先　　　郵便局

●駐車禁止規則の適用除外
　歩行が困難な身体障害者や重度の知的障害者、精神障害者保健福祉手帳 1級の交付を受けている方を対

象として、申請により駐車禁止除外標章が交付されます。

　問い合わせ先　　　警察署

●身体障害者補助犬の給付
　【盲導犬の給付】

　1級の視覚障害者で、盲導犬を適切に飼育し、利用できると見込まれる方に盲導犬が給付されます。給

付には、訓練が必要なほか、飼育や管理等に経費がかかりますが、受給者の負担となります。

　【聴導犬の給付】

　２・３級の聴覚障害者で、聴導犬を適切に飼育し、利用できると見込まれる方に聴導犬が給付されます。

給付には、訓練が必要なほか、飼育や管理等に経費がかかりますが、受給者の負担となります。

　申請窓口　　　社会福祉課
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●障害者施設への通行料の助成
　施設入所者の帰省の際や施設入所児童の帰省や児童との面会の際に係る有料道路等通行料金の一部を助

成します。

　申請窓口　　　社会福祉課

●長野県民交通災害共済加入会費の負担
　岡谷市内に住所を有する身体障害者手帳１・２級、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳１・２級の交付

を受けている方（中学生以下の方を除く）は、長野県民交通災害共済の加入会費を申請に基づいて市が負

担します。一度申請いただいた方は、翌年度以降は自動で継続加入させていただきます。新規の方などに

は、毎年２・３月頃に申請についてご案内しています。

　問い合わせ先　　　社会福祉課

●おかや総合福祉センター（諏訪湖ハイツ）大浴場の無料入浴
　岡谷市内に住所を有する身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方に、

諏訪湖ハイツの「大浴場無料使用者証」を交付していて、受付で呈示すると無料で入浴することができま

す。「大浴場無料使用者証」は、障害者手帳を持参のうえ、市社会福祉課又は諏訪湖ハイツ受付で交付が

受けられます。

　問い合わせ先　　　社会福祉課

●障害者控除対象者認定書
　所得税や市県民税の申告の際、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けてい

る方は、税の障害者控除を受けることができますが、手帳の交付を受けていない 65 歳以上の方などで、

障害者手帳の交付者と同等の障害があると認められる方は、「障害者控除対象者認定書」の交付が受けら

れます。この認定書により、税の障害者控除を受けられるようになります。認定書の交付には、認定調査

などで交付を希望する方の身体状況等を把握していることが必要であり、改めて訪問調査をすることもあ

ります。認定書の交付は介護福祉課又は社会福祉課で行います。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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相談支援窓口

　障害のある方やその家族等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の障害保健福祉サービ

スの相談支援を行います。

●相談・情報提供窓口

窓　　口 内　　容 住　　所 電話・ＦＡＸ
市社会福祉課
（市役所 2階
　8番窓口）

障害者の生活に関する相談や、
福祉制度の案内、情報提供を行
います。

〒 394-8510
岡谷市幸町 8-1

電　話 23－ 4811
（内線 1255 ～ 1257）
ＦＡＸ 22－ 8492

市健康推進課
（市役所 1階
3番窓口）

「ひだまりの家」に関する相談
や、障害者の福祉医療の手続き
等を行います。

〒 394-8510
岡谷市幸町 8-1

電　話 23－ 4811
（内線 1181、1190）
ＦＡＸ 23－ 5666

諏訪地域障害者自
立支援センター　
オアシス

身体、知的、精神の３障害のコ
ーディネーターと生活支援ワー
カー、就労支援ワーカーが相談
支援を行います。

〒 392-0024
諏訪市小和田 19-3
（諏訪市総合福祉
センター内）

電　話 54－ 7713
ＦＡＸ 54－ 7723

諏訪地方事務所福
祉課

障害児の施設・生活に関する相
談や、福祉制度の案内、障害者
支援施設や障害福祉サービス事
業所の指定等に関する相談、情
報提供を行います。

〒 392-8601
諏訪市上川
1-1644-10
（諏訪合同庁舎内）

電　話 57－ 2911
ＦＡＸ 57－ 2963

諏訪保健所 精神障害や難病等についての相
談を行います。

〒 392-8601
諏訪市上川
1-1644-10
（諏訪合同庁舎内）

電　話 57－ 2925
ＦＡＸ 57－ 2953

諏訪児童相談所
（知的障害者更生
相談所）

児童の言葉の発達や発育の遅れ
などの相談や療育手帳の判定等
を行います。

〒 392-0027
諏訪市湖岸通り
1-19-13

電　話 52－ 0056
ＦＡＸ 52－ 0057

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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住宅改良費補助事業
（身体障害者）

　６５歳未満の身体障害者が在宅生活する際の身体的な負担や介護者の負担等を軽減するために住宅を改

良するとき、改良工事に要する費用の一部を助成します。

●対 象 者
　次の２つの要件を満たすもの

(1) ６５歳未満の身体障害者手帳の交付を受けている方で住宅の改修を必要とする場合。ただし、

　　障害程度等級４級から６級の方は、独居又は常時介護する方がいないと認められる方。

(2) 市内に住所を有する障害者又はその方と同居している場合で、前年分の所得税額の合算額が

　　８万円以下の世帯の方

●サービスの内容
　身体障害者が常時使用する居室、浴室、便所等を改良し、在宅生活の便宜を図るために必要な改修工事

費用の７０万円を対象限度額とし、利用者負担を除く額を補助します。ただし、日常生活用具の住宅改修

費の給付が優先されます。

　利用者負担は、対象となる改良工事費用の 1割以下の額です。

●利用方法
　着工前に申請が必要になります。また申請には改良工事の見積書、図面、写真などが必要になりますの

で、必ず事前に社会福祉課にご相談ください。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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施設訪問看護サービス

　障害児（者）の通園、通所施設に通う医療的ケアを必要とする障害児（者）が、訪問看護ステーション

を利用して、施設内で医療的ケアを受ける場合に要する経費に対し、補助金を交付します。

●医療的ケアの範囲
◇経管栄養、痰の吸引、導尿など比較的短時間に定時の対応で処置が終了するもの

◇施設内で看護師が医療的ケアを行うことについて支障がないと主治医が認め、看護師が主治医から指示

　を受けたもの

●補 助 額
　１日の医療的ケアに要する時間が３０分以内の場合　　　　　　　　４，２５０円

　１日の医療的ケアに要する時間が３０分を超え６０分以内の場合　　８，３００円

●申　　請
　申請に際して主治医から訪問看護実施の指示書や訪問看護ステーションとの利用契約、通園 ( 所 ) する

施設等の訪問看護実施の承認などが必要になりますので、社会福祉課にご相談ください。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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自立生活体験事業

　養護学校や地域の作業所等へ通っている在宅の知的障害者（児）や精神障害者が、将来に渡り身近な地

域で充実した生活が送れるよう、自宅以外の場所で宿泊体験を行うのに必要な費用の一部を給付します。

●利用日数　　
　１人年間２４日以内

　１回の利用で連続して６日間まで可能

●給付対象額　　
　（１日　６，３６０円－利用者負担）×利用日数

●利用者負担
　利用者には、利用者本人又は扶養義務者の所得に応じた負担があります。（その他に実施者が定める食

費等実費負担も考えられます。）

●申　　請　　　　
　利用に際して、宿泊体験する施設等との実施日数の協議などが必要になりますので、社会福祉課にご相

談ください。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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障害程度区分認定

　平成１８年４月からの障害者自立支援法の施行に伴い、障害のある方の支援の必要の度合いに応じて、

福祉サービスが公平に利用できるように、その必要な程度を決めるための障害程度区分認定が行われます。

障害程度区分は、申請に基づき、調査員が１０６項目の聞き取り調査などを行い、医師の意見書を添付し

て、諏訪広域連合に設置された障害程度区分審査会に諮
はか

って、決定されます。

　区分は、非該当、区分１～区分６までの判定が行われ、この区分を基に、介護者の状況等を勘案して、

介護給付等のサービスの支給量が決定されます。

　障害程度区分認定には、障害者の方の費用負担はありません。

　

　認定された障害程度区分や支給決定について不服のある場合は、県に設置される障害者介護給付等不服

審査会に不服を申し出ることができます。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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介護給付・訓練等給付
（自立支援給付）

　介護の支援を受ける場合の「介護給付」と訓練等を受ける場合の「訓練等給付」があります。

　また、施設サービスは、施設内での生活から地域と交わる暮らしへ転換するため、昼のサービスである

「日中活動」と夜のサービスである「居住支援」に分けられ、サービスの組合せを選択できます。

　施設を出て地域での生活をしようとする方、障害が重度の方、独居などで自分ではサービスの利用計画

などを立てることが困難な方は、サービスの利用に当たって、相談支援事業者に相談して、「サービス利

用計画」を作成してもらうこともできます。

　なお、障害児の施設サービスについては、県の支給決定が必要となりますので、諏訪児童相談所、諏訪

地方事務所福祉課にご相談ください。

（１）サービス内容
●訪問系サービス　――　在宅で介護を受けたり、通所などで利用するサービスです。

給付の種類 サービスの名称 内　　容

介護給付

居宅介護（ホームヘルプ）
自宅で入浴や排せつ、食事などの介助が受けら
れます。

重度訪問介護
重度の障害があり常に介護が必要な方が、自宅
で入浴や排せつ、食事などの介助や外出時の移
動の介助が受けられます。

行動援護
知的障害や精神障害により、行動に困難があり、
常に介護が必要な方が、行動するとき必要な介
助や外出時の移動の介助が受けられます。

児童デイサービス
障害児が施設に通い、日常生活の基本的な動作
の指導や集団生活への適応訓練などを受けられ
ます。

短期入所（ショートステイ）
介護を行う方が病気などの場合、短期間、施設
へ入所できます。

重度障害者等包括支援
重度の障害があり、常に介護が必要な程度が非
常に高いと認められた方は、居宅介護などの障
害福祉サービスが包括的に提供されます。
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●日中活動　――　入所・通所施設等で昼間の活動を支援するサービスです。
給付の種類 サービスの名称 内　　容

介護給付

療養介護 医療的な介護が常に必要な方に、医療機関で機
能訓練や療養上の管理、看護、介護等が提供さ
れます。

生活介護 常に介護が必要な方に、施設で入浴や排せつ、
食事の介護や創作的活動などの機会が提供され
ます。

訓練等給付

自立訓練 自立した日常生活や社会生活ができるよう、一
定の期間における身体機能や生活能力向上のた
めに必要な訓練等が提供されます。

就労移行支援 就労を希望する方に、一定の期間における生産
活動やその他の活動の機会の提供、知識や能力
の向上のための訓練が提供されます。

就労継続支援 通常の事業所で働くことが困難な方に、就労の
機会の提供や生産活動その他の活動の機会の提
供、知識や能力の向上のための訓練が提供され
ます。

●居住支援　――　入所施設等で住まいの場におけるサービスです。
給付の種類 サービスの名称 内　　容

介護給付

共同生活介護
（ケアホーム）

共同生活場所で入浴や排せつ、食事の介護など
が受けられます。

施設入所支援 施設に入所する人に、入浴や排せつ、食事の介
護などをします。

訓練等給付
共同生活援助
（グループホーム）

地域で共同生活を営む人に、住居における相談
や日常生活上の援助をします。

（２）障害福祉サービスの利用者負担
　サービスを利用したら、費用の１割を負担していただきます。ただし、所得と資産の状況等に応じて上

限月額などが決められています。

　平成 20 年 7 月から階層区分の判断基準や軽減措置の対象となる方の上限月額の改正が予定されていま

す。
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●預貯金等の資産があり、軽減措置の対象とならない方の上限月額
　【障害者の上限月額】

区　　分 対象となる方 上限額（月額）
生活保護 生活保護法の要保護者と同等の生活水準の世帯の方 自己負担なし

低所得　１
世帯が市町村民税非課税で障害者本人の年収が
８０万円以下の方

１５，０００円

低所得　２ 世帯が住民税非課税で低所得１に該当しない方 ２４，６００円
一　　般 世帯が住民税課税の方 ３７，２００円

※平成20年7月からは上限月額の算定対象とする世帯構成員の考え方が「本人、配偶者」のみに変わります。

●軽減措置の対象となる方の上限月額
◇居宅で生活する障害者

区　　分 対象となる方 上限額（月額）

生活保護 生活保護法の要保護者と同等の生活水準の世帯の方 自己負担なし

低所得　１

世帯が市町村民税非課税で障害者本人の年収が
８０万円以下の方
↓
平成 20年 7月から
「世帯」が「障害者本人、配偶者」に変わる

３，７５０円
↓　　　

平成 20年 7月から
１，５００円

低所得　２

世帯が市町村民税非課税で低所得１に該当しない方
①【日中活動サービス、通所による旧法施設支援の
場合】（短期入所のみを併用する場合を含む）
②【訪問系サービスの場合】
↓
平成 20年 7月から
「世帯」が「障害者本人、配偶者」に変わる

①３，７５０円

②６，１５０円
↓　　　

平成 20年 7月から
①１，５００円
②３，０００円

一　　般

①世帯が市町村民税課税の方で所得割の税額が
１６万円未満の方
②世帯が市町村民税課税の方で①以外の方
↓
平成 20年 7月から
「世帯」が「障害者本人、配偶者」に変わる

①　９，３００円

②３７，２００円
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◇居宅で生活する障害児

区　　分 対象となる方 上限額（月額）

生活保護 生活保護法の要保護者と同等の生活水準の世帯の方 自己負担なし

低所得　１

世帯が市町村民税非課税で障害児の保護者の年収が
８０万円以下の方
↓
平成 20年 7月から
「世帯」が「主たる生計維持者と被扶養配偶者」に
変わる

３，７５０円

↓　　　
平成 20年 7月から

１，５００円

低所得　２

世帯が市町村民税非課税で低所得１に該当しない方
①【日中活動サービス、通所による旧法施設支援の
場合】（短期入所のみを併用する場合を含む）
②【訪問系サービスの場合】
↓
平成 20年 7月から
「世帯」が「主たる生計維持者と被扶養配偶者」に
変わる

①３，７５０円

②６，１５０円
↓　　　

平成 20年 7月から
①１，５００円
②３，０００円

一　　般

①世帯が市町村民税課税の方で所得割の税額が
１６万円未満の方
②世帯が市町村民税課税の方で①以外の方
↓
平成 20年 7月から
「①」の所得割の税額が２８万円に変わる
「世帯」が「主たる生計維持者と被扶養配偶者」に
変わる

①　９，３００円

②３７，２００円
↓　　　

平成 20年 7月から
①　４，６００円
②３７，２００円
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◇施設入所の障害児の場合（県の事務になります）

区　　分 対象となる方 上限額（月額）

生活保護 生活保護法の要保護者と同等の生活水準の世帯の方 自己負担なし

低所得　１

市町村民税非課税世帯で障害者または障害児の保護
者の年収が８０万円以下の方
↓
平成 20年 7月から
「世帯」が「主たる生計維持者と被扶養配偶者」に
変わる

７，５００円

↓　　　
平成 20年 7月から

３，５００円

低所得　２

住民税非課税世帯で低所得１に該当しない方
↓
平成 20年 7月から
「世帯」が「主たる生計維持者と被扶養配偶者」に
変わる

１２，３００円
↓　　　

平成 20年 7月から
６，０００円

一　　般

①市町村民税課税世帯の方で所得割の税額が１６万
円未満の方
②市町村民税課税世帯の方で①以外の方
↓
平成 20年 7月から
「①」の所得割の税額が２８万円に変わる
「世帯」が「主たる生計維持者と被扶養配偶者」に
変わる

①１８，６００円

②３７，２００円
↓　　　

平成 20年 7月から
　①　９，３００円
②３７，２００円

●その他の軽減措置
◇資産が一定額以下の方が、入所施設（２０歳以上）やグループホームを利用した場合、定率負担の個別

　減免が行われます。

◇同じ世帯に障害福祉サービスを利用する方が複数いる場合、介護保険給付も利用するなどで、合算した

　額が利用者負担上限月額を超えた分は、申請により高額障害福祉サービス費が支給されます。

●施設入所のサービスを利用したとき
　食費や光熱水費は原則として全額自己負担です。

ただし、20 歳以上の施設入所者等で、生活保護、低所得１、低所得２の人は、申請により補足給付が支

給され、負担が軽減されます。
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（３）市内の障害福祉サービス事業所

　障害者自立支援法の支給決定を受けている方が、契約して利用することが可能な岡谷市内に事業所があ

る指定障害福祉サービス事業者です。

　市外にある事業者でも、岡谷市内を営業区域にしていれば利用が可能です。市外の事業者の利用希望に

ついては、社会福祉課までお問い合わせください。また、「WAM-NET（ワムネット）」（独立行政法人　

福祉医療機構）の「障害者福祉」のホームページでも確認することができます。

　障害福祉サービスの事業者指定等は県の事務になりますので、詳しくは諏訪地方事務所福祉課（電話

５７－２９１１）にお問い合わせください。

●居宅介護等事業所

事業所名称 電話
居宅
介護

重度訪
問介護

行動
援護

NPO きずな 21ー 7616 ○ ○

岡谷市社会福祉協議会指定訪問介護事業所 24ー 2121 ○ ○ ○

特定非営利活動法人　ふれあいセンターよもぎ 27ー 6294 ○ ○

ニチイケアセンターおかや 26ー 2912 ○ ○

　　　（※事業所名称　50 音順）

●短期入所事業所
事業所名称 電話

社会復帰支援センター　虹の家 26ー 7533

●知的障害者通所授産施設
事業所名称 電話

希望の里つばさ 22ー 5874

●就労継続支援B型事業
事業所名称 電話

エコファおかや 23ー 8090

●共同生活援助・共同生活介護
事業所名称 電話

社会復帰支援センター・虹の家グループホーム・
ケアホーム

26ー 7533

グループホーム・ケアホーム「つばさの家」 24ー 5533
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（４）サービスに関する苦情相談窓口
　　

●サービス内容について苦情がある場合は、以下の窓口機関で相談ができます。
　

◇事業者や施設の苦情相談担当者

　サービスを提供している事業者や施設で苦情相談担当者が決められており、誠実に対応することになっ

ています。

◇長野県福祉サービス適正化委員会

　長野県社会福祉協議会が第三者的機関として設置している「長野県福祉サービス適正化委員会」でも相

談を受け付けています。

◇行政の担当者（社会福祉課、県地方事務所福祉課、県障害福祉課）

　行政の担当者にも相談することができます。

　事業者や施設は、県で指定（認可）をしているため、内容によっては、県から事業者や施設に指導・助

言が行われ、取消などの処分も行われます。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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　【サービス利用の手続き】

相談・申し込み

利 用 申 請

訪問調査（106項目）

障害程度

区分の認定

勘案事項調査
 地域生活、就労、日中活動、介護者 等

暫定支給

決  定

訓練・就労

評価項目

 → 個別支援計画

支 給 決 定

二次判定
（審査会）

医 師
意見書

サービスの利用意向の聴取

介護給付 訓練等給付

障害程度区分の一次判定
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【障害福祉サービスの事業体系】

訓練等給付
◆自立訓練（機能訓練） 
◆自立訓練（生活訓練） 
◆就労移行支援 
◆就労継続支援（A型）
◆就労継続支援（B型） 
◆共同生活援助（グループホーム）

自立支援医療
◆（旧）更生医療 
◆（旧）育成医療 
◆（旧）精神通院公費 補装具

◆補装具費の支給 

地域生活支援事業

自立支援給付

◆相談支援 ◆移動支援
◆コミュニケーション支援 ◆地域活動支援センター
◆日常生活用具の給付等 ◆その他事業

都道府県
◆専門性の高い相談支援 ◆サービス・相談支援者、指導者の育成
◆その他広域的事業 ◆その他事業

市町村を支援

市町村

介護給付
◆居宅介護（ホームヘルプ）
◆重度訪問介護 
◆行動援護 
◆重度障害者等包括支援 
◆生活介護 
◆療養介護 
◆児童デイサービス
◆短期入所（ショートステイ） 
◆共同生活介護（ケアホーム） 
◆施設入所支援 

障 

害 

者 

・ 

児 
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自立支援医療
（自立支援給付）

　指定を受けている医療機関で制度の対象となる医療を受けた場合、医療費の自己負担が原則として１割

となります。

●自立支援医療
更生医療 身体上の障害を除去したり、障害の程

度を軽くするために受ける医療
１８歳以上 社会福祉課

育成医療 １８歳未満 保健所

精神通院医療

精神科の病気で通院治療等をする際に
受ける医療等

通院して精
神障害に対
する医療等
を受ける方

社会福祉課に
申請
決定、支払いは
県が行います

●上限月額等
　所得等に応じて自己負担の上限額が決められています。

区　　分
対象となる世帯（同じ医療保険に加入してい
る家族を世帯とします）

上限額（月額）

生活保護
生活保護法の要保護者と同等の生活水準の世
帯の方

自己負担なし

低所得１
市町村民税非課税世帯で障害者の年収が 80
万円以下

　　２，５００円

低所得２ 市町村民税非課税世帯で低所得１以外 　　５，０００円

中間的な所得

＊所得の低い人以
外でも、継続的に
相当額の医療費負
担が発生する場合
には、上限額が決
められています。
高額治療、継続者
「重度かつ継続」

市町村民税課税世帯で住民税額（所得割）が

23万 5千円未満

医療保険の自己負

担限度額と同額

対象となる世帯 　上限額（月額）

・市町村民税額（所得割）が 3万 3千円未満
・市町村民税額（所得割）が 3万 3千円以上
　23万 5千円未満
・市町村民税額（所得割）が 23万 5千円以上
　　　

　　５，０００円
　１０，０００円
　 　
　２０，０００円

一定所得以上
市町村民税課税世帯で市町村民税額（所得割）
が 23万 5千円以上

自立支援医療支給
の対象外

　　　中間的な所得層の育成医療の自己負担には、上限額の経過措置があります。
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◇入院時の食事代等は、自己負担となります。

●申請方法
　申請書の他、医師の意見書（診断書）、保険証などの添付書類等が必要になりますので、社会福祉課に

ご相談ください。（育成医療は、保健所に申請になります）

●受給方法
　県で審査が行われ、必要と認められた方には「自立支援医療受給者証」が交付されます。指定の医療機

関等の窓口で受給者証等を提示して医療を受けてください。

　受給者証には、有効期限がありますので、必ず期限前に更新の申請を行ってください。

　支給認定の有効期間の終了する日のおおむね 3か月前から行うことができます。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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補装具費
（自立支援給付）

　補装具とは、障害者（児）の身体機能を補完又は代替し、長時間にわたり継続して使用されるものを言

います。この補装具の購入や修理の際には、原則として１割を自己負担していただき、残りを後から補装

具費として支給します。

　ただし、業者にもよりますが、従来どおり現物支給の方法（9割分は市が直接業者に払い込む）もできます。

　また、自己負担額には、上限月額が設けられています。

●主な補装具の種類
◇視覚障害………盲人安全つえ・眼鏡・義眼

◇聴覚障害………補聴器

◇肢体不自由……義肢・装具・座位保持装置・車いす・電動車いす・歩行器・頭部保持具・歩行補助つえ・

　　　　　　　　座位保持いす・起立保持具

◇その他…………排便補助具・重度障害者用意思伝達装置

●利用者負担
　原則として費用の１割を負担していただきます。ただし、所得に応じて上限月額などが決められています。

　平成 20 年 7月から階層区分の判断基準が改正される予定です。

　

平成 20年 7月以降　

区　　分 対象となる方 上限額（月額）

生活保護
生活保護法の要保護者と同等の生活水準の世帯

の方
負担なし

低所得　１
障害者本人及び配偶者、または障害児のいる世
帯で、市町村民税が非課税であり、障害者また
は障害児の保護者の年収が 80万円以下の方

１５，０００円

低所得　２
障害者本人及び配偶者、または障害児のいる世
帯で、市町村民税が非課税であり、低所得１に
該当しない方

２４，６００円

一　　般
障害者本人及び配偶者、または障害児のいる世
帯で、市町村民税が課税である方

３７，２００円

一定所得以上
障害者本人及び配偶者、または障害児のいる世
帯で、市町村民税が課税で、所得割の税額を
４６万円以上納める方がいる方

支給対象外
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平成 20年６月まで　

区　　分 対象となる方 上限額（月額）

生活保護
生活保護法の要保護者と同等の生活水準の世帯

の方
負担なし

低所得　１
市町村民税非課税世帯で障害者または障害児の
保護者の年収が 80万円以下の方

１５，０００円

低所得　２
市町村民税非課税世帯で低所得１に該当しない
方

２４，６００円

一　　般 市町村民税課税世帯の方 ３７，２００円

一定所得以上
市町村民税課税世帯で市町村民税額（所得割）
を４６万円以上納める方がいる世帯の方

支給対象外

●申請方法
　補装具の種類によっては、申請書・見積書の他、医師の意見書・処方箋などが必要になる場合がありま

すので、補装具が必要な場合は社会福祉課にご相談ください。

　また、６５歳以上の方（４０歳以上６４歳以下で特定疾病の方）は介護保険制度による給付等が優先さ

れますのでご相談ください。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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コミュニケーション支援
（地域生活支援事業）

　聴覚に障害がある方のコミュニケーションを円滑にするために、手話通訳者や要約筆記者の派遣を行い

ます。

●手話通訳者派遣事業
　公的機関や病院などに出かける場合、またはいろいろな相談・手続きなどで手話通訳を必要とする場合

に、申請に基づき手話通訳者を派遣します。

●要約筆記者派遣事業
　公的機関や病院などに出かける場合、またはいろいろな相談・手続きなどでノートへの筆記やOHP・

パソコンなどを使い、会話の要点をお伝えする通訳を必要とする場合に、申請に基づき要約筆記者を派遣

します。

●利 用 料
　利用者負担なし。（市から派遣者に謝礼等を支払います）

●申　　請
　原則として、利用の５日前までに社会福祉課に申請してください。

●その他のコミュニケーション支援施策

【岡谷市】

　社会福祉協議会に委託し、手話通訳者 (1 名 ) を置くほか、手話通訳者、

要約筆記者の養成事業、朗読による広報おかやの作成などを実施していま

す。

・手話通訳者設置事業

・手話通訳者養成事業（市民手話講習会を含む）

・要約筆記者養成事業（パソコン要約筆記者養成事業を含む）

・声の広報の作成

○平成 20 年度に「音声コード作成システム」・「点字編集システム」等の

導入などを行い情報支援の充実を予定します。
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【県内】

◇視覚障害者

　点字や声による情報の提供やテープ・ビデオ・図書の貸し出し制度などが

あります。

関係機関　（福）長野県社会福祉協議会、（福）長野県視覚障害者福祉協会、

上田点字図書館等

◇聴覚障害者

　字幕や手話入りのビデオ等の貸し出し制度などがあります。

関係機関　( 福 ) 長野県聴覚障害者協会、長野県聴覚障害者情報センター等）

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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移動支援
（地域生活支援事業）

　自力での移動に困難を伴う障害者・児が社会参加などで外出する際の移動支援を受けるのに要する費用

を給付します。

●対 象 者　
外出時に移動支援が必要な障害者・児で、移動支援の利用決定を受けている方

●利用の内容
　あらかじめ申請により利用の決定を受けた移動支援の支給量（時間／月）の範囲中で、障害のある方が

社会生活上必要不可欠な外出や余暇活動等の社会参加のための外出をする際に、ヘルパーによる移動の介

助や見守り等の支援を受けることができます。

　ただし、障害福祉サービス等においてこれに類する支援の決定をうけている方や、通学・通勤・営業活

動及び通年かつ長期にわたる外出時の支援などは除きます。

　障害のある方の外出の際に、「身体介護を伴う」支援が必要か、「身体介護を伴わない」程度の支援かで

給付の単価等が異なります。　　　　　　　　　

●利用時間の制限
　利用決定を受けた月当たりの支給量（時間数）までの給付が受けられます。

　ただし、1日当たりの利用時間は、最長 10 時間以内が対象になります。

●利用者負担額
　利用に要する費用の１割を直接事業者にお支払いいただきます。

平成 20年 7月以降の利用者負担の軽減
　生活保護法の要保護者と同等の生活水準の世帯の方、障害者本人及び配偶者が市町村民税非課税の方、

障害児のいる市町村民税非課税世帯の方は、利用者負担はありません。

平成 20年６月までの利用者負担の軽減
　生活保護法の要保護者と同等の生活水準の世帯の方、市町村民税非課税世帯の方は、利用者負担はあり

ません。
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●利用方法
　利用申請書を市に提出していただきます。

　利用決定後、利用者は移動支援の指定事業者と契約し、実際に必要なときに契約の事業者に連絡して支

援を受けていただきます。

　事業者からは月毎の利用実績に応じて、市に費用を請求いただき、支払います。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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日常生活用具の給付
（地域生活支援事業）

　重度障害者（児）の日常生活上の便宜を図るための用具等の給付を行います。

●用具等の種目

介護・訓練支援用具
特殊寝台、特殊マット、特殊尿器、入浴担架、体位変換器、
移動用リフト、訓練いす、訓練用ベッド

自立生活支援用具

入浴補助用具、便器、Ｔ字状・棒状のつえ、移動・移乗支援用具、
頭部保護帽、特殊便器、火災警報器、自動消火器、電磁調理器、
歩行時間延長信号機用小型送信器、聴覚障害者用屋内信号装
置、座位保持用いす、立位保持用机、移動介助用いす（屋内、
屋外）、腰掛便器、洋式便器、排便補助器、簡易収尿器、頭部
保持器、走行器、浴槽（移動用）、食器固定装置、特殊食器、
介助用被服類、簡易訓練用器具類、簡易自助用具類

在宅療養等支援用具
透析液加温器、ネブライザー、電気式たん吸引器、酸素ボン
ベ運搬車、盲人用体温計（音声式）、盲人用体重計

情報 ･意思疎通支援用具

携帯用会話補助装置、情報・通信支援用具、点字ディスプレイ、
点字器（標準型、携帯用）、点字タイプライター、視覚障害者
用ポータブルレコーダー、視覚障害者用活字文書読上げ装置、
視覚障害者用拡大読書器、盲人用時計、聴覚障害者用通信装置、
聴覚障害者用情報受信装置、人工喉頭（笛式、電動式）、幼児
用補聴器 ( 両耳装用 )、点字図書

排泄管理支援用具 ストーマ用具（蓄便、蓄尿）、紙おむつ等、収尿器

住宅改修費 居宅生活動作補助用具

　

※用具等には、それぞれに支給の対象者、支給の限度額、耐用年数が決められています。

　詳しくは、お問い合わせください。
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●利用者負担

平成 20年 7月以降の利用者負担

区　　分 利用者負担額 上限月額

生活保護法の要保護者と同等
の生活水準の世帯の方、障害
者本人及び配偶者が市町村民
税非課税の方、障害児のいる
市町村民税非課税世帯の方

円　
０　　

円　
０　　

障害者本人及び配偶者が市町
村民税課税の方、障害児のい
る市町村民税課税世帯の方

支給限度額の 10％以内の額
又は見積額の 10％以内の額

円　
３７，２００

障害者本人及び配偶者が市町
村民税課税の方、障害児のいる
市町村民税課税世帯の方で市
町村民税の所得割額を４６万
円以上納める方がいる世帯

全額（支給対象外） 全額（支給対象外）

※点字図書については、一般図書の全額が利用者負担額となります。

平成 20年 6月までの利用者負担

区　　分 利用者負担額 上限月額

生活保護法の要保護者と同等
の生活水準の世帯の方、市町
村民税非課税世帯の方

円　
０　　

円　
０　　

市町村民税課税世帯
支給限度額の 10％以内の額
又は見積額の 10％以内の額

円　
３７，２００

市町村民税課税世帯で所得割
額を４６万円以上納める方が
いる世帯

全額（支給対象外） 全額（支給対象外）

※点字図書については、一般図書の全額が利用者負担額となります。

●申請方法
　用具の種類によっては、申請書・見積書の他、医師の意見書などが必要になる場合がありますので、用

具が必要な場合は、必ず事前に社会福祉課にご相談ください。

　また、６５歳以上の方（４０歳以上６４歳以下で特定疾病の方）は介護保険制度による給付等が優先さ

れますのでご相談ください。
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・給付制度の手順 ( 代理受領のとき )

　　

※障害者が費用の全額を業者に払い、その領収を添えて、市に公費分を請求することもできます。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２

                ①申請（申請書・見積書等）

                ②決定

          ③発注

          ④納品 

          ⑤利用者負担
           の支払い            

障 害 者

  市

用具販売業者
⑦支払い

⑥公費分請求
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障害者訪問入浴サービス
（地域生活支援事業）

　重度の障害のある方で、自力又は家族などの介助での入浴が困難な場合、移動入浴車での入浴サービス

が受けられます。

●対 象 者　
◇６５歳未満の重度の障害のある在宅の方で、下記のいずれにも該当する場合

　・家族又は介護者による入浴介助が困難な方

　・感染性疾患がない方

　・入浴について本人及び家族の同意のある方

　・サービス可能な場所に居住する方

　・デイサービスなどでの入浴で対応できない方

●利用者負担額
　原則として利用に要する費用の１割（1回当たり 1,250 円）を負担していただきます。ただし、軽減措

置があります。
平成 20年 7月以降の利用者負担の軽減

生活保護法の要保護者と同等の生活水準の世帯の方、障害者本人及び配偶者が市町村民税非課税の方、障

害児のいる市町村民税非課税世帯の方は、利用者負担はありません。

平成 20年６月までの利用者負担の軽減
生活保護法の要保護者と同等の生活水準の世帯の方、市町村民税非課税世帯の方は、利用者負担はありま

せん。

●申請方法
　申請書のほか、医師の診断書などが必要になりますので、社会福祉課にご相談ください。

利用決定後にサービス提供事業所が定める書類等の提出が別に必要となることがあります。

　また、６５歳以上の方（４０歳以上６４歳以下で特定疾病の方）は介護保険制度による給付等が優先さ

れます。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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地域活動支援センター
（地域生活支援事業）

　地域で生活する障害のある方々の日中活動の場として、利用者の障害状況に応じた創作的活動や生産活

動の機会の提供、日常生活の相談などを行う地域活動支援センター事業の利用について支援を行います。

●対 象 者
　障害のある方で、事業を行う施設の利用決定を受けている方

●対象施設等と利用者負担

施設等名称 主たるサービス内容 利用者負担

身体障害者ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ事
業和楽

入浴、機能訓練、創作的活
動の提供

費用の１割負担。
ただし、軽減措置があります。

平成 20年 7月以降の軽減
生活保護法の要保護者と同等の生活水
準の世帯の方、障害者本人及び配偶者
が市町村民税非課税の方、障害児のい
る市町村民税非課税世帯の方は、利用
者負担はありません。

平成 20年６月までの軽減
生活保護法の要保護者と同等の生活水
準の世帯の方、市町村民税非課税世帯
の方は、利用者負担はありません。

※別途、食費等の実費負担があります。

ひだまりの家
日常生活訓練、生産活動の
機会の提供

利用者負担なし
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●利用の相談窓口
　　【身体障害者デイサービス事業和楽】　・・・　窓口　社会福祉課

　　【ひだまりの家】　　　　　　　　　　・・・　窓口　健康推進課

問い合わせ先

社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
健康推進課　保健予防担当
　電　話　２３－４８１１（内線１１８３）
　ＦＡＸ　２３－５６６６
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日中一時支援・タイムケア事業
（地域生活支援事業）

　障害児・者を家庭等において、一時的に介護できない場合等に、登録介護者に時間単位で預かり等の介

護サービスをお願いする際の費用を給付します。

●事業の対象者　　　
　重度の身体障害者、知的障害者、精神障害者及び障害児

●利用内容
　障害児・者が家庭等において一時的に介護を受けることができない場合等に、登録介護者の施設等にお

いて、時間単位で預かり等の介護サービスを利用することができます。

●1年度の利用時間数
　３００時間以内／人

●費用負担
　無料（ただし、登録介護者の定める食事やおやつ等の実費負担などが考えられます）

●申　　請
　申請書のほか、障害のある方の状況についての簡単な聞取り票などが必要になりますので、社会福祉課

にご相談ください。

【平成１９年度現在の登録介護者】

◇施設等事業者　１５か所

希望の里つばさ、絆、きのこの家、てまり、きらり、虹の家（岡谷市）

穂乃香、第２この街学園、信濃医療福祉センター（下諏訪町）

ぽっけのおうち（諏訪市）、ＣｏＣｏ、キープ辰野（辰野町）

はらむら悠生寮（原村）、精明学園（茅野市）、しらかば園（富士見）　

◇個人介護者　　　　４名

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５６）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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社会参加促進事業等
（地域生活支援事業）

　岡谷市社会福祉協議会に委託し、市内の障害者関係団体等と協力して、障害者の社会参加の促進と障害

者福祉の推進に向けた事業の実施を図っています。

●社会参加促進事業
◇スポーツ ･レクリエーション教室開催事業

福祉大運動会・障害者ボウリング大会・卓球教室・水泳教室・健康体操教室・ニュースポーツ講習会・

サウンドテーブルテニス講習会など

◇芸術・文化講座開催事業

陶芸教室など

●生活サポート事業
◇生活訓練講座

ＩＴ講習会・介護用具講習会・調理講習会・救命講習会など

◇福祉機器リサイクル事業

家庭で使わなくなった福祉機器などの情報を管理し、広報などで情報交換することによりリサイクル

利用に努めます。

◇その他の社会参加促進施策
・岡谷市障害者福祉推進実行委員会
　福祉大運動会、ふれあいの集い、ふれあい祭り、福祉バザーなどの各種
イベントの開催等を企画する岡谷市障害者福祉推進実行委員会と協働し、
障害者の社会参加と福祉の推進を図っています。

・障害者余暇活動支援事業補助金（旧　希望の旅事業補助金）
　障害者の「希望の旅事業」に代えて、障害のある方々の団体旅行による
社会参加と福祉の推進を図ります。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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自動車改造費の助成
（地域生活支援事業）

　身体に障害のある方が、就労等の社会参加のために、自ら自動車を運転できるように自動車を改造する

場合、その費用を助成します。

●対 象 者
　自動車の運転装置等の一部を改造することにより、自らが自動車を所有して運転することができると認

められる方で、就労等の社会参加が可能になると見込まれる方。

　ただし、本人または扶養義務者の前年（改造を行う月が１月から 7月までの場合は前々年）の所得税課

税所得金額（各種所得控除後の額）が自動車の改造を行う月の特別障害者手当の所得制限額を超えない方。

●補助金額
　運転装置等の改造に要する費用の 10 万円を限度とします。

●申請方法
　改造の前に改造の計画書や費用の見積書を提出していただきますので、事前に社会福祉課にご相談くだ

さい。改造後に領収書や改造前後の写真などを添えて補助金を請求してください。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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自動車運転免許取得費の助成
（地域生活支援事業）

　身体に障害のある方が、就職など社会活動に参加しやすいよう、自動車運転免許を取得しようとする場

合、その費用の一部を補助します。

●対 象 者
　身体障害者手帳の交付を受けている方で、普通自動車運転免許の取得により収入が向上し、又は就業若

しくは就職に著しく有利になる等自立が見込まれる方

●補助の額
　免許取得に要した費用の 3分の 2以内で 10 万円を限度とします。

●申請方法
　免許の教習前に教習費用概算のわかるものなどを提出していただきますので、事前に社会福祉課にご相

談ください。免許証の取得後に教習費用等の領収書や免許証の写しなどを添えて補助金を請求してくださ

い。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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障害基礎年金等

　障害基礎年金等は、病気やケガなどによって日常生活や就労が困難になるなど一定の障害があると認め

られた方に支給されます。

［障害基礎年金］
●対象者（次の①から③のすべてに該当する方）
①原則として国民年金に加入している間に初診日のある病気・けが等で障害の状態になったこと。ただし、

６０歳以上６５歳未満で日本国内に住んでいれば、加入をやめた後の病気・けが等によるものでも受け

られます。

②障害認定日に国民年金法に規定された１級または２級に該当する障害程度であること。

③一定の保険料納付要件を満たしていること。

※支給制限…初診日が２０歳以前の場合、保険料を納めていなくても対象になります。ただし、この場合

は本人の所得制限があります。

●支給される年金額
◇１級障害基礎年金…990,100 円※

◇２級障害基礎年金…792,100 円※

※この金額は平成２０年度の金額です。年金額は物価スライド制により変更されます。

・障害基礎年金を受けている人に、生計を維持されている子（１８歳に到達した年度末までの子か２０

歳未満の障害のある子）がいる場合は加算があります。

●請求方法
・障害基礎年金裁定請求書、診断書、病歴・就労状況等申立書ほか必要書類を添えて、市民生活課年金 ･

市民サービス担当へ提出してください。

・受給資格の審査、認定および給付は社会保険庁で行います。

［障害厚生（共済）年金］
●対象者等
　厚生年金や共済年金の加入中に初診日のある障害の場合には、障害厚生（共済）年金の受給資格が生じ

ます。１級から３級まであり、1級と 2級の障害厚生年金を受けられるときは、障害基礎年金もあわせて

支給されます。

　詳しくは岡谷社会保険事務所（電話２３－３６６１）へお問い合わせください。（※共済年金の場合は

それぞれの共済組合事務局へ）
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［特別障害給付金］
　国民年金制度の任意加入期間に加入しなかったことにより、障害基礎年金等を受給していない障害者の

方について、国民年金制度の発展過程において生じた特別な事情にかんがみ、福祉的措置として創設され

た給付金制度です。

●対 象 者
・平成３年３月以前に国民年金任意加入対象であった学生

・昭和６１年３月以前に国民年金任意加入対象であった厚生年金、共済組合等の加入者の配偶者で、当時、

任意加入していなかった期間内に初診日があり、現在、障害基礎年金１級、２級相当の障害に該当する方

で、６５歳に達する日の前日までに当該障害状態に該当された方に限ります。

●支給される給付金額
◇障害基礎年金１級に該当する方…月額４９，８５０円※

◇障害基礎年金２級に該当する方…月額３９，８８０円※

※この金額は平成２０年度の金額です。年金額は物価スライド制により変更されます。

　・ご本人の所得によっては、支給額が全額または半額に制限される場合があります。

　・老齢年金、遺族年金、労災補償を受給されている方は、その受給額相当は支給されません。

●請求方法
・原則として６５歳に達する日の前日までに請求していただく必要がありますが、平成１７年４月１日に

６５歳を超えている方については、平成２２年３月３１日までに請求を行うことができます。

・特別障害給付金請求書、診断書、病歴・就労状況等申立書ほか必要書類を添えて、市民生活課年金 ･市

民サービス担当へ提出してください。

・受給資格の審査、認定および給付は社会保険庁で行います。

問い合わせ先

岡谷社会保険事務所
　電　話　２３－３６６１
　ＦＡＸ　２２－４８１１
市民生活課　年金・市民サービス担当
　電　話　２３－４８１１（内線１１５７～１１５９）　
　ＦＡＸ　２３－４８１７



福祉ガイド

おかや

100

障
害
者
福
祉
の
推
進

年
金
・
手
当
等

特別障害者手当

　日常生活において、常時特別の介護を必要とする２０歳以上の在宅の重度障害者に支給されます。

●支給対象者
　身体障害者手帳１・２級程度の障害を重複して有するか、それと同等以上の障害（ＩＱ２０以下の知的

障害等を含む）を有する２０歳以上の在宅の障害者で、日常生活において常時特別の介護を要する者

◇支給されない方

　・施設に入所されている方

　・病院又は診療所に継続して３か月以上入院している

　・所得制限の該当者

●支 給 額　　　　　
月額　２６，４４０円　　　　（平成２０年４月現在）

　年４回（５・８・１１・２月）に分けて支給されます。

●申　　請
　申請に際し、医師の診断書や所得証明、戸籍抄本などが必要になることがありますので、社会福祉課に

ご相談ください。

福祉手当（経過措置）
※昭和 61 年 3 月 31 日において、20 歳以上の従来の福祉手当受給
者で、昭和 61 年 4 月 1 日において特別障害者手当の支給要件に
該当せず、かつ、障害基礎年金も支給されない方には、引き続き
支給要件に該当する間は従来どおりの福祉手当が支給されます。
　月額　１４，３８０円　　　　（平成２０年４月現在）

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５６）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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障害児福祉手当

　日常生活において、常時介護を必要とする２０歳未満の在宅の重度障害児に支給されます。

●支給対象者
　身体障害者手帳１・２級の一部、最重度の知的障害又はそれと同等以上の障害を有する２０歳未満の在

宅の障害児で、日常生活において常時の介護を要する者

◇支給されない方

　・施設に入所されている方

　・障害年金等の年金受給者

　・所得制限の該当者

●支 給 額　　　　　
　月額　１４，３８０円　　　　（平成２０年４月現在）

　年４回（５・８・１１・２月）に分けて支給されます。

●申　　請
　申請に際し、医師の診断書や所得証明、戸籍抄本などが必要になることがありますので、社会福祉課に

ご相談ください。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５６）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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特別児童扶養手当

　重度若しくは中度の身体障害又は知的障害、精神障害のある２０歳未満の児童を在宅で監護又は養育し

ている方に手当が支給されます。（実施主体：県）

●支給対象者
　重度若しくは中度の身体障害又は知的障害、精神障害のある２０歳未満の児童を在宅で監護又は養育し

ている方

◇支給されない事由

　・日本国内に住所がないとき

　・障害を事由とする公的年金を受けることができるとき

　・児童が施設に入所したとき

　・所得制限の該当者

●手当の額　　　　児童１人につき　　　（平成２０年４月現在）

１級（重度） 月額　　５０，７５０円

２級（中度） 月額　　３３，８００円

　手当は認定請求した日の属する月の翌月から支給され、４月・８月・１１月（各月とも１１日）の年３回、

支払月の前月までの分が受給者が指定した金融機関の口座に振り込まれます。

●申請窓口
　社会福祉課（市を経由して県へ申請がされます。）

　申請に際し、戸籍謄本・住民票の写し・医師の診断書（省略できる場合があります）などが必要になり

ますので、社会福祉課にご相談ください。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５６）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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重度心身障害児童福祉年金

　重度若しくは重度に準ずる障害のある 20 歳未満の児童を対象に、児童を保護する方に重度心身障害児

童福祉年金を支給します。（岡谷市）

●対 象 者
　・身体障害者手帳１～４級、療育手帳を所持している児童の父母

　・特別児童扶養手当の受給者

●支給金額（年額）　　
　

重　度
身体障害者１級・２級
療育手帳Ａ１・Ａ２
特別児童扶養手当１級

　２７，０００円

準重度
身体障害者３級・４級
療育手帳Ｂ１・Ｂ２
特別児童扶養手当２級

　１２，０００円

　年 3回（７月・１１月・３月）に分けて支給されます。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５６）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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家庭介護者慰労金
（在宅重度心身障害者）

　家庭で最重度の障害のある方を介護している方に慰労金をお贈りします。

●対 象 者
　３歳以上６５歳未満の心身に最重度の障害のある方を家庭で介護されていて、基準日前１年間に通算６

か月以上の家庭介護期間のある方

●慰労金額
　福祉サービスの利用状況により、金額が異なります。

　（平成 19 年度）

　　福祉サービスを利用して介護している方　　　年額　　５０，０００円

　　福祉サービスを利用せずに介護している方　　年額　　７０，０００円

●申請方法
　毎年 11 月に地域の担当する民生児童委員を通じて申請書を配布し、家庭介護の状況等を確認させてい

ただき、12 月に慰労金をお贈りします。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５６）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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心身障害者扶養共済

　毎月一定額の掛金を払い込んでいる障害者を扶養している方が、万一亡くなったり、著しい障害を有す

る状態となった時に、扶養していた障害者に一定額の年金を支給する任意加入の共済制度です。

●加入対象者
　障害者（身体障害者１級～３級、知的障害者、精神障害者等）を扶養している保護者（父母、配偶者など）

で次の全ての要件を満たしている方。

　　・県内に住所があること

　　・年齢が６５歳未満であること（毎年４月１日現在）

　　・特別な疾病又は障害のない健康状態であること

●掛　　金（１口当たり）　　　　　　　　　　　　　　　　平成２０年２月以降
加入時
の年齢

３５歳
未　満

３５～
３９歳

４０～
４４歳

４５～
４９歳

５０～
５４歳

５５～
５９歳

６０～
６４歳

月　額
円

5,600
円

6,900
円

8,700
円

10,600
円

11,600
円

12,800
円

14,500

　

　　（平成２０年２月以降に新たに加入者となる方の掛け金額）

加入時
の年齢

３５歳
未　満

３５～
３９歳

４０～
４４歳

４５～
４９歳

５０～
５４歳

５５～
５９歳

６０～
６４歳

月　額
円

9,300
円

11,400
円

14,300
円

17,300
円

18,800
円

20,700
円

23,300

一人の障害者につき、２口まで加入できます。

●給　　付
　・加入者（保護者）が死亡又は重度の障害となった場合　　1口当り月額　20,000 円

　・障害者が死亡した場合、弔慰金が支払われます。

加　入
期　間

1～ 4年 5～ 19年 20年～

金　額
円

30,000
円

75,000
円

150,000
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（平成 20 年 2月以降の加入者）

加　入
期　間

1～ 4年 5～ 19年 20年～

金　額
円

50,000
円

125,000
円

250,000

　　２口加入者は、加入期間に応じて加算されます。

加入期間５年以上の加入者が脱退した場合は、脱退一時金が支給されます。

加　入
期　間

1～ 4年 5～ 19年 20年～

金　額
円

45,000
円

75,000
円

150,000

（平成 20 年 2月以降の加入者）

加　入
期　間

1～ 4年 5～ 19年 20年～

金　額
円

75,000
円

125,000
円

250,000

　　２口加入者は、加入期間に応じて加算されます。

●申　　請
　申請に際し、住民票や健康状態についての告知書などが必要になることがありますので、社会福祉課に

ご相談ください。申請書等は市を経由して県へ送付します。

　この制度は、道府県の実施する全国的な制度であり、共済金に所得税などがかかりません。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５６）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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高齢者福祉と共通の支援

　高齢者福祉と共通の内容で障害者も利用が可能な福祉サービスです。詳しくは、下記に記載のページを

ご覧ください。

［食の自立支援事業］
　５２ページをご覧ください。

［訪問理美容サービス事業］
　５３ページをご覧ください。

［緊急通報装置の貸与］
　５５ページをご覧ください。

［福祉電話の貸与］
　５５ページをご覧ください。

［成年後見制度・権利擁護等の制度］
　１８０～１８３ページをご覧ください。

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２



福祉ガイド

おかや

108

障
害
者
福
祉
の
推
進

そ
の
他
の
支
援
等

障害者に関するシンボルマーク

　障害者に関するシンボルマークには、主に次のようなものがあります。

ご理解とご協力をお願いいたします。

マーク 名　　称 表す意味など

身 体 障 害
者 標 識
（障害者マ
ーク）

肢体不自由であることを理由に免許に条件を付され
ている方が運転する車に表示するマークです。
やむを得ない場合を除き、このマークをつけた車に
幅寄せや割り込みを行った運転者は、道路交通法の
規定により罰せられることになります。
このマークの表示については、努力義務となってい
ます。
介護用品店や自動車用品店などで購入できます。
【マークに関係する機関等】　　警察署 交通課

障害者のた
めの国際シ
ンボルマー
ク

障害のある方が容易に利用できるよう配慮された建
築物や公共輸送機関であることを表すマークです。
建物の規定など、マークの使用については国際リハ
ビリテーション協会の「使用指針」により定められ
ています。
※このマークは、「すべての障害者を対象」とした
もので、特に車椅子の利用者を限定し使用されるも
のではありませんので、ご注意ください。
介護用品店や自動車用品店などで購入できます。
【マークに関係する機関等】
　（財）日本障害者リハビリテーション協会

盲人を表示
する国際マ
ーク

視覚障害を示す世界共通のシンボルマークです。
手紙や雑誌の冒頭、あるいは歩行用に自由に使用し
てよいとされています。
【マークに関係する機関等】　　世界盲人連合
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聴 覚 障 害
者 シ ン ボ
ル マ ー ク
( 耳マーク）
（国内）

聴覚障害の方であることを表すマークです。
聴覚障害の方は見た目には分らないために、誤解さ
れたり、不利益になったりするなど、社会生活上の
不安が少なくありません。マークを提示された場合
は、相手が「聞こえない」ことを理解し、コミュニ
ケーションの方法に配慮する必要があります。
※このマークは、自発的に使用するもので、法的拘
束力はありません。

ほじょ犬マ
ーク

身体障害者補助犬同伴の啓発のためのマークです。
身体障害者補助犬とは、盲導犬・介助犬・聴導犬の
ことを言います。
「身体障害者補助犬法」が施行され、現在では公共
の施設や交通機関はもちろん、デパート・スーパー・
ホテル・レストランなどの民間施設でも身体障害者
補助犬の同伴受け入れが義務付けられています。
補助犬はペットではありません。体の不自由な方の、
体の一部となって働いています。社会のマナーもき
ちんと訓練されていますし、衛生面でもきちんと管
理されています。
補助犬を連れている方を見かけた場合は、ご理解・
ご協力をお願いします。

オストメイ
トマーク

人工肛門・人工膀胱を使用している方（オストメ
イト）のための設備があることを表しています。
オストメイト対応トイレの入口・案内誘導プレート
に表示されています。
岡谷市内では諏訪湖ハイツにオストメイト対応トイ
レがあり、平成 20年度に市役所２階、生涯学習活
動センターにも対応設備が導入されます。
【マークに関係する機関等】　
　　社団法人　日本オストミー協会
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ハートプラ
ス　マーク

｢身体内部に障害のある人｣ を表しています。
心臓・呼吸機能・じん臓・膀胱・直腸・小腸・免疫
機能に障害のある方は外見から分りにくいため、さ
まざまな誤解を受けることがあります。
内部障害の方の中には、電車などの優先席に座りた
い、近辺での携帯電話使用を控えてほしい、といっ
たことをじっと我慢されている方がいます。
このマークを着用されている方を見かけた場合は、
内部障害について理解し、配慮する必要があります。
※このマークは、自発的に使用するもので、法的拘
束力はありません。
【マークに関係する機関等】
　内部障害・内部疾患者の暮らしについて考えるハート
　プラスの会

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２
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難病患者等に対する支援

　国・県の定める難治性の特定疾患患者及び関節リウマチ患者等に対し福祉サービスが提供されます。（同

様のサービスが介護保険法や障害者自立支援法などの他法で受けられるときは他法のサービスが優先され

ます）

［ホームヘルプサービス事業］
　難病患者等の居宅にホームヘルパーを派遣して入浴等の介護、家事等の日常生活を営むのに必要な便宜

を供与して福祉の増進を図ります。

●利用者負担

利用者世帯の階層区分
利用者負担額
（1時間当たり）

Ａ 生活保護法による被保護世帯
（単給世帯含む）
※生活保護法の要保護者と同等の生活水準の世
帯の方

円
０

Ｂ 生計中心者が前年所得税非課税世帯 ０

Ｃ 生計中心者の前年所得税課税年額が 10,000 円
以下の世帯

２５０

Ｄ 生計中心者の前年所得税課税年額が 10,001 円
以上 30,000 円以下の世帯

４００

Ｅ 生計中心者の前年所得税課税年額が 30,001 円
以上 80,000 円以下の世帯

６５０

Ｆ 生計中心者の前年所得税課税年額が 80,001 円
以上 140,000 円以下の世帯

８５０

Ｇ 生計中心者の前年所得税課税年額が 140,001
円以上の世帯

９５０

※税源移譲に伴い基準税額の改正が想定されます。

［短期入所事業］
　難病患者等の介護を行う者の疾病、冠婚葬祭、その他の理由等により、居宅での介護が受けられない時

に、一時的（原則として 7日以内）に施設に保護してもらうことで、難病患者等及びその家族の福祉の増

進を図ります。
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●利用者負担
飲食物費相当額を、実施施設に納付していただきます。

［日常生活用具給付事業］
難病患者等に対し、日常生活用具を給付することにより、日常生活の便宜を図り、その福祉の増進を図り

ます。

●対象種目
　便器、特殊マット、特殊寝台、特殊尿器、体位変換器、入浴補助用具、車いす、歩行支援用具、電気式

たん吸引器、意思伝達装置、ネブライザー、移動用リフト、居宅生活動作補助用具、特殊便器、訓練用ベ

ッド、自動消火器、動脈血中酸素飽和度測定器 ( パルスオキシメーター )

●利用者負担
利用者世帯の階層区分 利用者負担額

Ａ 生活保護法による被保護世帯
（単給世帯含む）
※生活保護法の要保護者と同等の生活水準の世
帯の方

円
０

Ｂ 生計中心者が前年所得税非課税世帯 ０

Ｃ 生計中心者の前年所得税課税年額が 10,000 円
以下の世帯

１６，３００

Ｄ 生計中心者の前年所得税課税年額が 10,001 円
以上 30,000 円以下の世帯

２８，４００

Ｅ 生計中心者の前年所得税課税年額が 30,001 円
以上 80,000 円以下の世帯

４２，８００

Ｆ 生計中心者の前年所得税課税年額が 80,001 円
以上 140,000 円以下の世帯

５２，４００

Ｇ 生計中心者の前年所得税課税年額が 140,001
円以上の世帯

全額

※税源移譲に伴い基準税額の改正が想定されます。

［申請方法］
　各事業ともに対象者の要件などがあるほか、医師の診断書などの添付が必要になりますので、社会福祉

課にご相談ください。
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◇その他の支援策
　福祉タクシー（ふくしー）の利用
　　　　１３ページをご覧ください
　特殊寝台車利用補助金
　　　　１９ページをご覧ください
　小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業

難病患者等に対する医療制度は、諏訪保健所（電話　５７－２９２６）にお問い合わせください。
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高次脳機能障害者に対する支援

　高次脳機能障害とは、事故や脳の血管障害などにより脳が損傷を受け、記憶・注意・行動・言語・感情

などに障害を残す状態が高次脳機能障害と言われています。身体上の障害のように表面的にはわからず、

本人も意識しにくいため理解されにくい障害です。

●高次脳機能障害支援拠点病院
　県内の４つの圏域ごとに、より専門的に取り組む医療機関が指定されています。

【中信地域の窓口】 【南信地域の窓口】

相澤病院（松本市） 健和会病院（飯田市）　

月・水・金　14：00～ 17：00 月～金　8：30～ 17：00

総合リハビリテーションセンター　0263 ー 33ー 8600 相談室　0265 ー 23ー 3116

●高次脳機能障害者自立支援訓練事業
　長野県立総合リハビリテーションセンターで生活復帰及び就労復帰のためのリハビリテーション訓練を

行い、自立のための訓練支援が受けられます。
【窓口】　長野県立総合リハビリテーションセンター（長野市）
月～金　9:00 ～ 17:00
長野県身体障害者更生相談室　026ー 296 ー 3953（内線 611）

●自動車事故重度後遺障害者介護料
　自動車事故が原因で、脳・脊髄または胸腹部臓器を損傷し、重度の後遺障害を持つため、移動・食事・

排泄など日常生活動作について常時または随時の介護が必要な状態である方に支給されます。

【窓口】

独立行政法人　自動車事故対策機構長野支所

　　電話　０２６－２２６－１０００

問い合わせ先
社会福祉課　障害福祉担当
　電　話　２３－４８１１（内線１２５５～１２５７）
　ＦＡＸ　２２－８４９２


